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問３ 電子メールを受信した場合、どのように保存すればよいのでしょうか。

【回答】
電子メールにより取引情報を授受する取引（添付ファイルによる場合を含みます。）を行っ
た場合についても電子取引に該当するため（法２五）、その取引情報に係る電磁的記録の保存が必要となります（法７）。

具体的に、この電磁的記録の保存とは、電子メール本文に取引情報が記載されている場合は当該電子メールを､電子メールの添付ファ
イルにより取引情報（領収書等）が授受された場合は当該添付ファイルを、それぞれ、ハードディスク、コンパクトディスク、ＤＶＤ、磁気テ
ープ、クラウド（ストレージ）サービス等に記録・保存する状態にすることをいいます。

問12 【回答】
例えば、以下のような方法で保存すれば要件を満たしていることとなります。

１ 請求書データ（ＰＤＦ）のファイル名に、規則性をもって内容を表示する。
例） 2022年（令和４年）10月31日に株式会社国税商事から受領した110,000円の請求書

⇒「20221031」㈱国税商事 110,000」
２ 「取引の相手先」や「各月」など任意のフォルダに格納して保存する。
３ 【問24】に記載の規程を作成し備え付ける。
※「正当な理由がない訂正及び削除の防止に関する事務処理の規程」
※ 税務調査の際に、税務職員からダウンロードの求めがあった場合には、上記のデータについて提出してください。
※ 判定期間に係る基準期間（通常は２年前です。）の売上高が1,000万円以下であり、上記のダウンロードの求めに応じることができる
ようにしている場合には、上記１の設定は不要です。
【解説】

令和３年度の税制改正により電子取引の取引情報に係る電磁的記録については､電磁的記録を出力した書面等を保存する措置は廃止
され、その電磁的記録（データ）を保存しなければならないこととされました。

請求書データ等の保存に当たっては、一定の要件に従った保存が必要ですが、上記の方法により保存することで要件を満たすこととな
ると考えられます。
なお、上記１の代わりに、索引簿を作成し、索引簿を使用して請求書等のデータを検索する方法によることも可能です。

221031 国税商事 110

電子取引の保存方法
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問24 【回答】

問24「正当な理由がない訂正及び削除の防止に関する事務処理の規程」 法人・個人事業者
https://www.nta.go.jp/law/joho-zeikaishaku/sonota/jirei/0021006-031.htm

①

②

③

2021/10電子取引

問33 【回答】【解説】
検索機能については、規則第２条第６項第６号で定められているとおり、
①取引年月日その他の日付、取引金額、取引先を検索の条件として設定することができること
②日付又は金額に係る記録項目については、その範囲を指定して条件を設定することができること
③二以上の任意の記録項目を組み合わせて条件を設定することができること
の３つの要件が求められています。

入力された項目間で範囲指定、二以上の任意の記録項目を組み合わせて条件設定をすることが可能な状態であれば、
検索機能の確保の要件を満たすものと考えられます。

取引年月日その他の日付は和暦でも西暦でも構いませんが、混在は抽出機能の妨げとなることから、どちらかに統一して入力し
ていただく必要があります。

電子取引の保存方法



電子取引データの訂正及び削除の防止に関する事務処理規程

個人

（訂正削除の原則禁止）

（訂正削除を行う場合）

「取引情報訂正・削除申請書」作成・保管

法人

総則

1条（目的）
2条（適用範囲）対象者
3条（管理責任者）
電子取引データの取扱い

4条（電子取引の範囲）
5条（取引データの保存）保存場所
6条（対象となるデータ）
7条（運用体制）
8条（訂正削除の原則禁止）
9条（訂正削除を行う場合）

「取引情報訂正・削除申請書」「取引情報訂正・削除完了報告書」作成・保管
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Ⅳ【補足説明】補1
第６条に対象となるデータの項目がありますが、取引先等とデー
タでやりとりしたもののうち、取引情報（取引に関して受領し、又
は交付する注文書、契約書、送り状、領収書、見積書その他これ
らに準ずる書類に通常記載される事項）が含まれるデータについ
ては､全て要件に従ってデータのまま保存していただく必要があり
ますのでご注意ください。
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Ⅰ通則
【制度の概要等】
★問4 当社は以下のような方法により仕人や経費の精算を行っていますが､データを保存しておけば出力した書面等の保存は必要
ありませんか。

★問8 ｅ-Taｘでダイレクト納付等の電子納税を行った場合にメッセージボックスに格納される受信通知（納付区分番号通知、納付完
了通知）については、電子取引データとして保存する必要があるのでしょうか。

★問9 インターネットバンキングを利用した振込等は､電子取引に該当するのでしょうか。また､該当する場合には、どのようなデータ
を保存すべきでしょうか。

★問14 電子取引で受け取った取引情報について､同じ内容のものを書面でも受領した場合、書面を正本として取り扱うことを取り決
めているときでも、電子データも保存する必要がありますか。

Ⅱ適用要件
【基本的事項】
★問15 電子取引の取引情報に係る電磁的記録の保存等を行う場合には､どのような要件を満たさなければならないのでしょうか。

★問16 妻と２人で事業を営んでいる個人事業主です。取引の相手方から電子メールにＰＤＦの請求書が添付されて送付されてきま
した。一般的なパソコンを使用しており、プリンタも持っていますが、特別な請求書等保存ソフトは使用していません。どのように保存
しておけばよいですか。

電子帳簿保存法一問一答【電子取引関係】令和5年6月 国税庁 問合せの多い内容
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Ⅱ適用要件
【保存方法】
★問29 電子取引の取引情報に係る電磁的記録の保存に当たり、規則第４条第１項第４号に規定する「正当な理由がない訂正及び
削除の防止に関する事務処理の規程」を定めて運用する措置を行うことを考えていますが、具体的にどのような規程を整備すれば
よいのでしょうか。

問32 電子取引を行った場合において、取引情報をデータとして保存する場合、どのような保存方法が認められるでしょうか。

★問34 当社はクラウドサービスを利用して取引先とＸＭＬ形式の請求書等データ（取引情報に関する文字の羅列）をクラウドサービ
ス上で共有･保存していますが、このような方法は認められますか。

問35 具体的にどのようなシステムであれば､訂正又は削除の履歴の確保の要件を満たしているといえるのでしょうか。

★問36 ＥＤＩ取引を行った場合について､取引データそのものを保存する必要があるでしょうか。それとも、ＥＤＩ取引項目を他の保存
システムに転送し、エクセル形式やＰＤＦデータ等により保存することも可能でしょうか。

★問37 ＥＤＩ取引において､相手方から受け取ったデータに記載されている又は含まれている各種コードについて､あらかじめ定めて
いる変換テーブルを使用することによって､その内容を変更することなく自社のコードに変換して保存す
ることは認められるでしょうか。

★問39 電子メール等で受領した領収書データ等を、訂正･削除の記録が残るシステムで保存している場合には､改ざん防止のため
の措置を講じていることとなりますか。

電子帳簿保存法一問一答【電子取引関係】令和5年6月 国税庁 問合せの多い内容
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Ⅱ適用要件
【検索機能】
★問44 当社には電子取引の取引データを保存するシステムがありませんが、電子取引の取引データを保存する際の検索機能の
確保の要件について、どのような方法をとれば要件を満たすこととなりますか。

問45 電子取引の取肝隋報に係る電磁的記録を保存する際の要件のうち、検索機能の確保の要件が不要とされる場合の「判定期
間に係る基準期間の売上高が5,000万円以下の場合」とは、どのように判断すればよいのでしょうか。

問46 検索機能の確保の要件が不要とされる「電磁的記録を出力した書面であって、取引年月日その他の日付及び取引先ごとに整
理されたものの提示若しくは提出の要求に応じることができるようにしている場合」について、
具体的にはどのように書面を整理しておけば要件を満たすことになりますか。

★問47 自社のメールシステムでは受領した取引情報に係る電子データについて検索機能を備えることができません。その場合、メ
ールの内容をＰＤＦ等にエクスポート・変換し、検索機能等を備えた上で保存する方法も認められますか。

★問51 検索要件の記録項目である「取引金額」については、税抜・税込どちらとすべきでしょうか。

★問52 単価契約のように、取引金額が定められていない契約書や見積書等に係るデータについては、検索要件における
「取引金額」をどのように設定すべきでしょうか。

★問53 「ダウンロードの求め（電磁的記録の提示・提出の要求）」に応じることができるようにしておく場合の当該電磁的記録の提出
について、提出する際のデータの形式や並び順については決まりがあるのでしょうか。
また、記憶媒体自体についても提示・提出する必要はあるのでしょうか。

電子帳簿保存法一問一答【電子取引関係】令和5年6月 国税庁 問合せの多い内容



44

Ⅱ適用要件
【その他】
★問60- 2 当面､電子取引の取引情報に係る電子データ保存への対応が問に合いませんが、どのような対応をすればいいでしょうか。

★問60- 3 電子データを授受した場合であっても、令和５年12月31日までの間は、やむを得ない事情があれば､出力することにより作
成した書面による保存が認められるのでしょうか。

★問61 電子取引について、税務署長が「要件に従って保存することができなかったことについて相当の理由がある」と認める場合に、
出力書面の提示又は提出の求めに応じることができるようにしているときは､保存時に満たすべき要件が不要となる旨の規定が設けら
れていますが、どのような場合がここでいう相当の理由があると認められることとなりますか。

★問62 税務署長が「要件に従って保存することができなかったことについて相当の理由がある」と認めた場合には、その後に行った電
子取引の全てについて、保存時に満たすべき要件が不要になるのでしょうか。

問63 これまで原則的な保存時に満たすべき要件に従って電子取引のデータ保存をしていましたが、
今後システム更改を予定しており、新システムでは検索要件を備えた上でデータ保存をすることが困難な状況となります。

この場合は、税務署長が「要件に従って保存することができなかったことについて相当の理由がある」と認めた場合に該当して規則第４
条第３項の規定の適用はありますか。

問64 令和６年１月１日以後に行う電子取引の取引情報については､検索機能の確保の要件が不要とされる「電磁的記録を出力した書
面であって、取引年月日その他の日付及び取引先ごとに整理されたものの提示若しくは提出の要求に応じることができる」ようにして保
存していましたが、
書類の保存スペースの関係から､電磁的記録を出力した書面を廃棄して電子データのみを保存することを検討しています。

この場合は、税務署長が「要件に従って保存することができなかったことについて相当の理由がある」と認めた場合に該当して規則第４
条第３項の規定の適用はありますか。

電子帳簿保存法一問一答【電子取引関係】令和5年6月 国税庁 問合せの多い内容
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Ⅱ適用要件
【その他】
★問65 相当の理由が認められ、かつ、電子データ及びその電子データを出力した書面（整然とした形式及び明瞭な状態で出力さ
れたものに限ります。）の提示又は提出の求めに応じることができれば､保存時に満たすべき要件に従った電子データの保存をして
いなくても要件違反にならないとのことですが、「整然とした形式及び明瞭な状態で出力されたもの」とはどのようなものでしょうか。
また、「保存義務者が国税に関する法律の規定による当該電磁的記録及び当該電磁的記録を出力することにより作成した書面…の
提示若しくは提出の要求に応じることができるようにしている」とありますが、具体的にはどのような対応が求められるのでしょうか。

問66 電子取引の取引情報に係る電磁的記録について保存時に満たすべき要件を満たして保存できないため、全て書面等に出力
して保存していますが、これでは保存義務を果たしていることにはならないため青色申告の承認が取り消されてしまうのでしょうか。
また、その電磁的記録や書面等は税務調査においてどのように取り扱われるのでしょうか。

★問67 電子取引の取引情報に係る電磁的記録を出力した書面をスキャナ保存することは認められますか。

電子帳簿保存法一問一答【電子取引関係】令和5年6月 国税庁 問合せの多い内容
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問４ 当社は以下のような方法により仕人や経費の精算を行っていますが、データを保存しておけば出力した書面等の保存は必要
ありませんか。
(1)電子メールにより請求書や領収書等のデータ（ＰＤＦファイル等）を受領
(2)インターネットのホームページからダウンロードした請求書や領収書等のデータ（ＰＤＦファイル等）又は
ホームページ上に表示される請求書や領収書等のスクリーンショットを利用

(3)電子請求書や電子領収書の授受に係るクラウドサービスを利用
(4)クレジットカードの利用明細データ、交通系ＩＣ力－ドによる支払データ、スマートフォンアプリによる決済データ等を
活用したクラウドサービスを利用

(5)特定の取引に係るＥＤＩシステムを利用
(6)ペーパーレス化されたＦＡＸ機能を持つ複合機を利用
(7)請求書や領収書等のデータをＤＶＤ等の記録媒体を介して受領

【回答】
(1)～(7）のいずれも「電子取引」（法２五）に該当すると考えられますので、所定の方法により取引情報（請求書や領収書等に通常記
載される日付、取引先、金額等の情報）に係るデータを保存しなければなりません（令和３年度の税制改正前はそのデータを出力し
た書面等により保存することも認められていましたが、令和３年度の税制改正後は、当該出力した書面等の保存措置が廃止され、
当該出力した書面等は、保存書類（国税関係書類以外の書類）として取り扱わないこととされました。）。

データ保存に当たっては、以下の点に留意が必要です。
イ(1)及び(2)については一般的に受領者側におけるデータの訂正削除が可能と考えますので、
受領したデータに規則第４条第１項第１号のタイムスタンプの付与が行われていない場合には、
受領者側でタイムスタンプを付与すること又は同項第４号に定める事務処理規程に基づき、
適切にデータを管理することが必要です。また、対象となるデータは検索できる状態で保存することが必要ですので、
当該データが添付された電子メールについて、当該メールソフト上で閲覧できるだけでは十分とは言えません。
口(3)～(5)については、取引情報（請求書や領収書等に通常記載される日付、取引先、金額等の情報）に係るデータについて、
訂正削除の記録が残るシステム又は訂正削除ができないシステムを利用して授受及び保存をしていれば、
電子取引の保存に係る要件を満たすと考えられます。
他方、例えば、クラウド上で一時的に保存されたデータをダウンロードして保存するようなシステムの場合には、
イと同様の点に留意する必要があります。
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ハ(6)及び(7)については、一般的に受領者側におけるデータの訂正削除が可能と考えますので、
受領したデータに規則第４条第１項第１号のタイムスタンプの付与が行われていない場合には、
受領者側でタイムスタンプを付与すること又は同項第４号に定める事務処理規程に基づき、
適切にデータを管理することが必要です。

二(1)～(7)のいずれの場合においても、データは各税法に定められた保存期間が満了するまで保存する必要があります。

ホ取引慣行や社内のルール等により、データとは別に書面の請求書や領収書等を原本として受領している場合は、
その原本（書面）を保存する必要があります。データと書面（紙）の両方を受領した場合の取扱いについては、
【問14】も参照してください。

へ（4）のとおり、所得税（源泉徴収に係る所得税を除きます。）及び法人税の保存義務者が、
その事業に関連するクレジットカードの利用明細データを受領した場合のように、
個々の取引を集約した取引書類のデータを授受した場合には、クレジットカードの利用明細データ自体も
電子取引の取引情報に該当することから、その電磁的記録の保存が必要です。
また、その利用明細データに含まれている個々の取引についても、請求書・領収書等データ
（取引情報）を電磁的に授受している場合には、クレジットカードの利用明細データ等とは別途、その保存が必要となります。

卜現行、消費税の仕入税額控除の適用に当たっては、必要な事項が記載された帳簿及び請求書等（書面）の保存が必要ですが、
取引金額が３万円末満の場合や、３万円以上でも「電子取引」のようにデータのみが提供されるなど、書面での請求書等の交付を
受けなかったことにやむを得ない理由がある場合には、帳簿のみを保存することにより仕人税額控除の適用を受けることができます。
なお、令和5年10月１日以後行う課税仕入れについて、帳簿のみの保存で仕入税額控除の適用を受けることができるのは、法令に規
定された取引に限られることとなります。
したがって、「電子取引」を行った場合に仕入税額控除の適用を受けるためには、軽減税率の対象品目である旨や税率ごとに合計した
対価の額など適格請求書等として必要な事項を満たすデータ（電子インボイス）の保存が必要となります。
また、電子取引の取引情報に係る電磁的記録を出力した書面等については､保存書類（国税関係書類以外の書類）として
取り扱わないこととされましたが、消費税法上、電子インボイスを整然とした形式及び明瞭な状態で出力された書面を
保存した場合には、仕入税額控除の適用を受けることができます。
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問32 電子取引を行った場合において、取引情報をデータとして保存する場合、どのような保存方法が認められるでしょうか。
【回答】
電子取引を行った場合には、取引情報を保存することとなりますが、例えば次に掲げる電子取引の種類に応じて
保存することが認められます。

１ 電子メールに請求書等が添付された場合
(1)請求書等が添付された電子メールそのもの（電子メール本文に取引情報が記載されたものを含みます。）を
サーバ等（運用委託しているものを含みます。以下同じです。）自社システムに保存する。
(2)添付された請求書等をサーバ等に保存する。

２ 発行者のウェブサイトで領収書等をダウンロードする場合
(1)ＰＤＦ等をダウンロードできる場合
① ウェブサイトに領収書等を保存する。
② ウェブサイトから領収書等をダウンロードしてサーバ等に保存する。

(2)ＨＴＭＬデータで表示される場合
① ウェブサイト上に領収書を保存する。
② ウェブサイト上に表示される領収書をスクリーンショットし、サーバ等に保存する。
③ ウェブサイト上に表示されたＨＴＭＬデータを領収書の形式に変換（ＰＤＦ等）し、サーバ等に保存する。
３ 第三者等が管理するクラウドサービスを利用し領収書等を授受する場合
(1)クラウドサービスに領収書等を保存する。
(2)クラウドサービスから領収書等をダウンロードして、サーバ等に保存する。

４ 従業員がスマートフォン等のアプリを利用して、経費を立て替えた場合
従業員のスマートフォン等に表示される領収書データを電子メールにより送信させて、自社システムに保存する。
なお、この場合にはいわゆるスクリーンショットによる領収書の画像データでも構いません。
おって、これらのデータを保存するサーバ等は可視性および真実性の要件を満たす必要がありますので注意してください。

※電子取引の取引情報に係る電磁的記録の保存に関して、授受した電磁的記録をそのまま上記の方法により
保存することは認められますが、電子取引により受領した請求書等の取引情報（請求書や領収書等に通常記載される日付、取引
先、金額等の情報）を確認し、改めてその取引情報のみをサーバ等に自ら入力することをもって電磁的記録の保存とすることは
認められません。
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問35 具体的にどのようなシステムであれば、訂正又は削除の履歴の確保の要件を満たしているといえるのでしょうか。

【回答】
規則第４条第１項第３号に規定する訂正又は削除の履歴の確保の要件を満たしたシステムとは、例えば、
① 電磁的記録の記録事項に係る訂正・削除について、物理的にできない仕様とされているシステム
② 電磁的記録の記録事項を直接に訂正又は削除を行った場合には、訂正・削除前の電磁的
記録の記録事項に係る訂正・削除の内容について、記録・保存を行うとともに事後に検索・閲覧・出力ができるシステム

等が該当するものと考えます。

【解説】
規則第４条第１項第３号に規定する電子計算機処理システムについて、具体的には、
例えば、他者であるクラウド事業者が提供するクラウドサービスにおいて
取引情報をやりとり・保存し、利用者側では訂正削除できない、
又は訂正削除の履歴（ヴァージョン管理）が全て残るクラウドシステムであれば、
通常、当該電子計算機処理システムの要件を満たしているものと考えられます。
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問46 検索機能の確保の要件が不要とされる「電磁的記録を出力した書面であって、取引年
月日その他の日付及び取引先ごとに整理されたものの提示若しくは提出の要求に応じる
ことができるようにしている場合」について、具体的にはどのように書面を整理しておけば要件を満たすことになりますか。

【回答】
以下(1)～(3)までのいずれかの方法により整理する必要があります(取扱通達７－３)。
日頃から書面に出力して所定の整理をしておき、
税務調査の際に遅滞なく提示又は提出(以下｢提示等｣といいます。)できるようにしてください。
(1)課税期間ごとに、取引年月日その他の日付の順にまとめた上で、取引先ごとに整理する方法
(2)課税期間ごとに、取引先ごとにまとめた上で、取引年月日その他の日付の順に整理する方法
(3)書類の種類ごとに、(1)又は(2)と同様の方法により整理する方法
なお、その授受したデータの様態に応じて、検索機能を確保した電子データ保存と、
出力した書面により管理している電子データ保存とが混在しても、税務調査等の際に提示等を求められたものを
遅滞なく提示等できる限りにおいては差し支えありません。

【解説】
電子取引の取引情報に係る電磁的記録及びその電磁的記録を出力した書面を
取引年月日その他の日付及び取引先ごとに整理されたものを提示等ができるようにしている場合には、
検索機能の確保の要件が不要となるところ、その出力書面の整理方法については、
取扱通達７－３に示す方法により、その出力書面が課税期間ごとに日付および取引先について
規則性を持って整理されている必要があります。
また、電磁的記録を書面に出力する時期については特段の定めはありませんが、
それを整理するためには一定の作業を要すると思われます。
遅滞なく提示等ができるように書面出力して整理しておくといった準備を事前にしていなかった場合には、
検索機能の確保の要件が不要となるための条件を満たしていないと判断される可能性があることから、日頃から書面
出力して整理しておくことが望ましいと考えられます。
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問53 「ダウンロードの求め（電磁的記録の提示・提出の要求）」に応じることができるよう
にしておく場合の当該電磁的記録の提出について、提出する際のデータの形式や並び順
については決まりがあるのでしょうか。また、記憶媒体自体についても提示・提出する必要はあるのでしょうか。

【回答】
税務調査の際に税務職員が確認可能な状態で提出されるのであれば、電磁的記録の形式や
並び順は問いませんが、通常出力できるであろうファイル形式等で提供される必要があります。
また、「ダウンロードの求め」に応じることができるようにしておく場合については、当該電磁的記録を
保存した記憶媒体の提示・提出に応じることができるようにしておくことまでは含まれていませんが、
その記憶媒体についても、質問検査権に基づく確認の対象となる場合があります。

【解説】
データのダウンロードを求める際には、通常出力が可能な範囲で税務職員が出力形式を指定することもありますが、
出力可能な形式でダウンロードを求めたにもかかわらず、検索性等に劣るそれ以外の形式で提出された場合には、
そのダウンロードの求めに応じることができるようにしていたことにはなりません（取扱通達４－14参照）。
保存時に満たすべき要件を充足するためには､通常出力できるであろうファイル形式等で提供される必要がありますが、
その内容について並び順等に関する統一的な決まりがある訳ではありません。
なお、「ダウンロードの求め」は、記憶媒体自体の提示・提出までを求めるものではありませんが、
税務調査の際には、税務職員が質問検査権に基づいて記憶媒体の確認を行う場合もあります。
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問61 電子取引について、税務署長が「要件に従って保存することができなかったことについて相当の理由がある」と認める場合に、出
力書面の提示又は提出の求めに応じることができるようにしているときは、保存時に満たすべき要件が不要となる旨の規定が設けられ
ていますが、どのような場合がここでいう相当の理由があると認められることとなりますか。

【回答】

令和５年度の税制改正において創設された新たな猶予措置の「相当の理由」とは､例えば、その電磁的記録そのものの保存は可能であ
るものの、保存時に満たすべき要件に従って保存するためのシステム等や社内のワークフローの整備が間に合わない等といった、自己
の責めに帰さないとは言い難いような事情も含め、

要件に従って電磁的記録の保存を行うための環境が整っていない事情がある場合については、この猶予措置における「相当の理由」が
あると認められ、保存時に満たすべき要件に従って保存できる環境が整うまでは、そうした保存時に満たすべき要件が不要となります。

ただし、システム等や社内のワークフローの整備が整っており、電子取引の取引情報に係る電磁的記録を保存時に満たすべき要件に
従って保存できるにもかかわらず、資金繰りや人手不足等の理由がなく、そうした要件に従って電磁的記録を保存していない場合には、
この猶予措置の適用は受けられないことになります（取扱通達7－12）。
なお、この猶予措置の適用を受けるに当たり税務署への事前申請等の手続は必要ありません。

【解説】

令和４年度の税制改正において、その電子データの保存時に満たすべき要件への対応が困難な事業者の実情に配意し､引き続きその
出力書面等による保存を可能とするための措置（宥恕措置）が講じられていましたが、この宥恕措置については、適用期限（令和5年12
月31日）の到来をもって廃止されました。
ただし、令和6年１月以降においても、システム等や社内のワークフローの整備が間に合わない等といった事業者が一定数見込まれて
おり、こうした状況を踏まえ、税務署長が相当の理由があると認め、かつ、保存義務者が税務調査等の際に、税務職員からの求めに応
じ、その電子データ及びその電子データを出力することにより作成した書面（以下「出力書面」といいます。）の提示又は提出をすること
ができる場合には、その保存時に満たすべき要件にかかわらず電子データの保存が可能とされ、柔軟に電子データの保存を認めること
のできる措置（猶予措置）が電子帳簿等保存制度に位置付けられました。

なお、本取扱いについては、その電子データの保存に代えてその出力書面のみを保存する対応は認められず､猶予措置の適用を受け
る場合には､電子データ自体を保存するとともに、その電子データ及び出力書面について提示又は提出をすることができる必要があるこ
とにご留意ください（取扱通達7－13）。
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問66 電子取引の取引情報に係る電磁的記録について保存時に満たすべき要件を満たして保存できないため、
全て書面等に出力して保存していますが、これでは保存義務を果たしていることにはならないため
青色申告の承認が取り消されてしまうのでしょうか。
また、その電磁的記録や書面等は税務調査においてどのように取り扱われるのでしょうか。

【回答】
令和4年1月1日から令和5年12月31日までの間に電子取引を行う場合には､
授受した電子データについて要件に従って保存をすることができないことについて、納税地等の所轄税務署長が
やむを得ない事情があると認め、かつ、保存義務者が税務調査等の際に、税務職員からの求めに応じ、
その電子データを整然とした形式及び明瞭な状態で出力した書面の提示又は提出をすることができる場合には、
その保存時に満たすべき要件にかかわらず電子データの保存が可能となり、
また、その電子データの保存に代えてその電子データを出力することにより作成した
書面による保存をすることも認められます（【問60－3】参照。）。

令和6年1月1日以後に行う電子取引の取引情報に係る電磁的記録については、
その電磁的記録を出力した書面等による保存をもって、当該電磁的記録の保存に代えることはできません。
したがって、災害その他やむを得ない事情又は税務署長が相当の理由があると認める事由がなく、
その電磁的記録が保存時に満たすべき要件に従って保存されていない場合は、
青色申告の承認の取消対象となり得ます。
なお、青色申告の承認の取消しについては、違反の程度等を総合勘案の上、真に青色申告書を
提出するにふさわしくないと認められるかどうか等を検討した上、その適用を判断しています。
また、その電磁的記録を要件に従って保存していない場合やその電磁的記録を出力した書面等を
保存している場合については、その電磁的記録や書面等は、国税関係書類以外の書類とみなされません。

ただし、その申告内容の適正性については、税務調査において、納税者からの追加的な説明や
資料提出、取引先の情報等を総合勘案して確認することとなります。
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【解説】
電子取引の取引情報に係る電磁的記録については、法第7条の規定により保存義務が課さ
れていることから、その電磁的記録を保存する必要があります。
そして、電子取引の取引情報に係る電磁的記録について要件を満たさず保存している場合や、その電磁的記録の保存に
代えて書面出力を行っていた場合（※）には、保存すべき電磁的記録の保存がなかったものとして、
青色申告の承認の取消の対象となり得ますので汪意してください。
※令和３年度の税制改正前の電子取引の取引情報に係る電磁的記録を書面等に出力することにより保存を認める取扱いは
廃止されています。

なお、青色申告の承認の取消しについては、保存時に満たすべき要件の違反があったことをもって直ちに必ず行われるものではなく、
「個人の青色申告の承認の取消しについて（事務運営指針）」
「法人の青色申告の承認の取消しについて（事務運営指針）」に基づき、真に青色申告書を提出するにふさわしくないと
認められるかどうか等を検討した上で行うこととしています。
また、電磁的記録を要件に従って保存していない場合やその電磁的記録を出力した書面を保存している場合（※）において、
その要件に従って保存がされていない電磁的記録や出力した書面等については、
他者から受領した電子データとの同一性が担保されないことから国税関係書類以外の書類とみなされません。
※令和5年度の税制改正において、税務職員の求めに応じ、出力した書面を取引年月日その他の日付及び取引先ごとに整理されたも
のの提示又は提出できるようにしており、その電磁的記録を提示又は提出できるようにしている場合は、検索機能の確保は不要とする
措置が講じられましたが、この取扱いを受ける場合であっても、出力した書面だけではなく、その基となった電磁的記録についても保存
する必要があります。

ただし、その申告内容の適正性については、税務調査において納税者からの追加的な説明や資料提出、取引先の情報等を総合勘案
して確認することとなります。

なお、消費税に係る保存義務者が行う電子取引の取引情報に係る電磁的記録の保存については、その保存の有無が税額計算に影
響を及ぼすことなどを勘案して、引き続き、その電磁的記録を出力した書面による保存が可能とされています。

※ 電子取引の取引情報に係る電磁的記録の保存義務に関する今般の改正を契機として、電子データの一部を保存せずに書面を保
存していた場合には、その事実をもって青色申告の承認が取り消され、税務調査においても経費として認められないことになるのでは
ないかと心配している方が見られます。

しかし、これらの取扱いについては、従来と同様に、例えば、その取引が正しく記帳されて申告にも反映されており、保存すべき取引情
報の内容が書面を含む電子データ以外から確認できるような場合には、それ以外の特段の事由が無いにもかかわらず、直ちに青色申
告の承認が取り消されたり、金銭の支出がなかったものと判断されたりするものではありません。

電子帳簿保存法一問一答【電子取引関係】令和5年6月 国税庁 問合せの多い内容
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税務通信 3701号 最新版電帳法要件チェックシートより



56https://www.nta.go.jp/law/joho-zeikaishaku/sonota/jirei/0021006-031.htm



57https://www.nta.go.jp/taxes/shiraberu/zeimokubetsu/shohi/keigenzeiritsu/invoice.htm
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(適格請求書に係る電磁的記録を提供した場合の保存方法)
問79 当社は、適格請求書の交付に代えて、適格請求書に係る電磁的記録を提供しています。
提供した電磁的記録については、保存しなければならないとのことですが、どのような方法で保存すればよいですか。

(提供した適格請求書に係る電磁的記録の保存方法)
問80 当社は、適格請求書の交付に代えて、適格請求書に係る電磁的記録を提供しています。
提供した電磁的記録については、電帳法に準じた方法により保存することとされていますが、
当該電磁的記録がXML形式等の取引情報に関する文字の羅列である場合、
電帳法における保存要件の一つである「整然とした形式及び明瞭な状態」での画面及び書面への出力は、
どの程度の表示が求められるのでしょうか。
例えば、適格請求書の記載事項を示す文言(例えば、「取引年月日」という文言)も必要となるのでしょうか。

（提供した適格請求書に係る電磁的記録の保存形式)
問81 当社は、適格請求書の交付に代えて、適格請求書に係る電磁的記録(PDF形式)を提供しています。
提供した電磁的記録については、電帳法に準じた方法により保存することとされていますが、
保存する電磁的記録は、相手方に提供したPDF形式のものではなく、
このPDF形式を作成するための基となったXML形式の電磁的記録でも認められますか。

消費税の仕入税額控除制度における適格請求書等保存方式に関するＱ＆Ａ
平成30年６月 （令和５年４月改訂） 国税庁軽減税率・インボイス制度対応室より

https://www.nta.go.jp/taxes/shiraberu/zeimokubetsu/shohi/keigenzeiritsu/qa_invoice_mokuji.htm
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(適格請求書に係る電磁的記録を提供した場合の保存方法)
問79 回答
適格請求書発行事業者は、国内において課税資産の譲渡等を行った場合に、相手方(課税事業者に限ります。)から求められたときは
適格請求書を交付しなければなりませんが、適格請求書の交付に代えて、適格請求書に係る電磁的記録を相手方に提供することができま
す(新消法57の4①⑤)。
その場合、適格請求書発行事業者は、提供した電磁的記録を
・電磁的記録のまま、又は
・紙に印刷して、
その提供した日の属する課税期間の末日の翌日から2月を経過した日から7年間、納税地又はその取引に係る事務所、事業所その他これらに
準ずるものの所在地に保存しなければなりません(新消法57の4⑥、新消令70の13①、新消規26の8)。
また、その電磁的記録をそのまま保存しようとするときには、以下の措置を講じる必要があります(新消規26の8①)。
① 次のイから二のいずれかの措置を行うこと
イ 適格請求書に係る電磁的記録を提供する前にタイムスタンプを付し、その電磁的記録を提供すること(電帳規4①一)
ロ次に掲げる方法のいずれかにより、タイムスタンプを付すとともに、その電磁的記録の保存を行う者
又はその者を直接監督する者に関する情報を確認することができるようにしておくこと(電帳規4①二)

・適格請求書に係る電磁的記録の提供後、速やかにタイムスタンプを付すこと
・適格請求書に係る電磁的記録の提供からタイムスタンプを付すまでの各事務の処理に関する規程を定めている場合において、
その業務の処理に係る通常の期間を経過した後、速やかにタイムスタンプを付すこと
ハ 適格請求書に係る電磁的記録の記録事項について、次のいずれかの要件を満たす電子計算機処理システムを使用して
適格請求書に係る電磁的記録の提供及びその電磁的記録を保存すること(電帳規4①三)
・訂正又は削除を行った場合には、その事実及び内容を確認することができること
・訂正又は削除することができないこと
ニ 適格請求書に係る電磁的記録の記録事項について正当な理由がない訂正及び削除の防止に関する事務処理の規程を定め、
当該規程に沿った運用を行い、当該電磁的記録の保存に併せて当該規程の備付けを行うこと(電帳規4①四)
② 適格請求書に係る電磁的記録の保存等に併せて、システム概要書の備付けを行うこと(電帳規2②ー、4①)
③ 適格請求書に係る電磁的記録の保存等をする場所に、その電磁的記録の電子計算機処理の用に供することができる
電子計算機、プログラム、ディスプレイ及びプリンタ並びにこれらの操作説明書を備え付け、その電磁的記録をディスプレイの画面及び
書面に、整然とした形式及び明瞭な状態で、速やかに出力できるようにしておくこと(電帳規2②二、4①)

④適格請求書に係る電磁的記録について、次の要件を満たす検索機能を確保しておくこと(電帳規2⑥六、4①)
ⅰ取引年月日その他の日付、取引金額及び取引先を検索条件として設定できること
ⅱ日付又は金額に係る記録項目については、その範囲を指定して条件を設定することができること
ⅲ二以上の任意の記録項目を組み合わせて条件を設定できること
他方、適格請求書に係る電磁的記録を紙に印刷して保存しようとするときには、整然とした形式及び明瞭な状態で出力する必要があります
(新消規26の8②)。

https://www.nta.go.jp/taxes/shiraberu/zeimokubetsu/shohi/keigenzeiritsu/qa_invoice_mokuji.htm
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(適格請求書に係る電磁的記録を提供した場合の保存方法)

問80 回答
適格請求書発行事業者が適格請求書の交付に代えて、適格請求書に係る電磁的記録を提供した場合において、
電帳法に準じた方法により、当該電磁的記録を保存することで、消費税法における適格請求書の写しの保存要件を
満たすこととなります。
ご質問において保存する電磁的記録は、XML形式等の取引情報に関する文字の羅列とのことですが、
請求書等のフォーマットなどにより視覚的に確認・出力されるものについては、保存要件を満たすこととなります。
具体的には、以下の出力(印刷)イメージのように適格請求書であることが視覚的に確認でき、
内容が記載事項のどの項目を示しているか認識できるものであれば、
消費税法上は、必ずしも、適格請求書の記載事項を示す文言(「取引年月日」や「課税資産の譲渡等の税抜金額又は
税込金額を税率ごとに区分して合計した金額」という文言など)が必要となるものではありません。
原則としては、電磁的に授受をした内容に含まれる「通常記載される事項」は全て出力(表示)することができる必要がありますが、
その記載事項(金額等)が一見して何を表しているかが明らかである場合には、
当該記載事項に係る項目が出力されていなくても差し支えありません。
ただし、授受した「通常記載される事項」に係る電磁的記録について、要件を満たして保存を行う必要があるのでご注意ください。

出力(印刷)イメージ

https://www.nta.go.jp/taxes/shiraberu/zeimokubetsu/shohi/keigenzeiritsu/qa_invoice_mokuji.htm
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(適格請求書に係る電磁的記録を提供した場合の保存方法)

問81 回答
適格請求書発行事業者が適格請求書の交付に代えて、適格請求書に係る電磁的記録を
提供した場合であって、電帳法に準じた方法により、当該電磁的記録を保存したときは、
消費税法における適格請求書の写しの保存要件を満たすこととなります。
この場合、保存する電磁的記録は、必ずしも、相手方に提供した電磁的記録そのものに限られたものではなく、
取引内容が変更されるおそれのない合理的な方法により編集された電磁的記録により保存することも可能です。
ご質問の場合、相手方に提供する電磁的記録は、PDF形式とのことですが、
例えば、データベースからフォーマットに出力してPDF形式の請求書を作成するといった、
そのPDF形式がXML形式の電磁的記録から取引内容が変更されるおそれがなく
合理的な方法により編集されたものであれば、
PDF形式の基となったXML形式の電磁的記録を保存することでも差し支えありません。
なお、当該電磁的記録の保存に当たっては、相手方に提供したPDF形式として出力できるなど、
整然とした形式及び明瞭な状態でディスプレイ等に出力できるようにしておく必要がありますのでご注意ください。

https://www.nta.go.jp/taxes/shiraberu/zeimokubetsu/shohi/keigenzeiritsu/qa_invoice_mokuji.htm



62https://www.nta.go.jp/about/introduction/torikumi/digitaltransformation2023/index.htm

税務行政のデジタル・トランスフォーメーション 税務行政の将来像2023 令和5年6月23日 国税庁より

税務行政の将来像
2023 P26事業者のデジタル化促進



63https://www.nta.go.jp/about/introduction/torikumi/digitaltransformation2023/index.htm
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インボイス

売り手 買い手

電子インボイス

・電子メールによる交付
・インターネット上のサイトを通じた交付
・EDI取引による交付
・光ディスクや磁気テープ等の記録用の媒体による交付

デジタルインボイス

・Peppolを介してインボイスを授受
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顧問先A

販売システム

購買システム

経費システム

受発注
納品請求データ

インターネットバンク
カード、電子マネー

電
子
取
引

シ
ス
テ
ム
連
携

ECモール POS
EDI/EOS

入出金データ

販売・購買・経費システム利用

会計事務所

会計システム

データ加工データ加工

データ加工 データ加工

ECモール
EDI/EOS

電
子
取
引

インターネットバンク
カード、電子マネー

物品購入データ

入出金データ

顧問先B
データ連携利用

デ
ー
タ
連
携

手入力

紙
資
料

注文書

請求書

通著/領収書

預金通帳

請求書/領収書

紙
資
料

現金出納帳

AI-OCR

入力代行

CSVデータ

注文書

請求書

通著/領収書

預金通帳

請求書/領収書

現金出納帳

CSVデータ

顧問先D 顧問先C
紙資料だが、CSV等データ化済紙資料だが、AI-OCRや入力代行

によりCSV等データ化済

顧問先E
紙資料、税理士事務所で入力
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67https://xtech.nikkei.com/atcl/nxt/news/18/15394/



68https://www.mks.jp/company/topics/



69https://halz.co.jp/news/1641



70https://www.youtube.com/watch?v=duN9dYG4q3s



71https://www.mhlw.go.jp/content/10808000/000943451.pdf

個人情報保護法改正に伴う漏えい等報告の義務化と対応について令和4年5月27日個人情報保護委員会事務局資料 より



72https://www.ipa.go.jp/security/guide/sme/ug65p90000019cbk-att/000072150.pdf



73https://www.ipa.go.jp/security/guide/sme/ug65p90000019cbk-att/000072150.pdf



74https://www.it-hojo.jp/security/



75https://www.it-hojo.jp/security/
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プロローグ インターネットにある基本的なリスクやトラブ
ルを知ろう
第1章 まずはサイバーセキュリティの基礎を固めよう
第2章 よくあるサイバー攻撃の手口やリスクを知ろう
第3章 SNS・ネットとの付き合い方や情報モラルの重要
性を知ろう
第4章 災害・テロ、海外でのトラブル、普段とは違う環境
のリスクに備えよう
第5章 スマホやパソコン、IoT機器を安全に利用するた
めの設定を知ろう
第6章 パスワードの大切さを知り、通信の安全性を支え
る暗号化について学ぼう
第7章 【中小組織向け】セキュリティ向上が利潤追求に
つながることを理解しよう

付録 知っておくと役立つサイバーセキュリティに関する
手引き・ガイダンス
おわりに インターネットとよい付き合いを続けるために

NISC みんなで使おうサイバーセキュリティ・ポータルサイト
インターネットの安全・安心ハンドブックVer 5.00（令和5年1月31日）
https://security-portal.nisc.go.jp/guidance/handbook.html
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ご清聴ありがとうございました


